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エグゼクティブサマリー
2018年6月21日、経済協力開発機構（以下「OECD」）は、評価困難な無形資産へ
のアプローチ適用に関する税務当局のための最終的な指針（以下「最終指針」）を
発表しました。最終指針は、OECD移転価格ガイドラインに第6章の別添として盛り
込まれています。

評価困難な無形資産アプローチ（hard-to-value-intangibles、以下「HTVIアプロ
ーチ」）は、税源浸食と利益移転（以下「BEPS」）プロジェクトの行動8-10における
移転価格に関する最終報告書（以下「行動8-10報告書」）に規定されており、OECD 
移転価格ガイドラインに正式に盛り込まれています1。最終指針は、HTVIアプロー
チの適用による課税をどのように行うかについて、税務当局間で認識と実務に齟齬
（そご）が生じないようにすることを目的としており、一貫性の向上と二重課税リス
クの低減を目的としています。

最終指針には、以下の3つのセクションが含まれています。

• 税務当局によるHTVIアプローチ適用の基礎となる原則の導入

• いくつかの異なる状況でのHTVIアプローチ適用を明確にする2つの事例

• HTVIアプローチと紛争防止・解決との関係の明確化
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最終指針は、2017年5月23日にOECDがパブリックコメントを
募るために公表したHTVIに関する実施指針についての最終デ
ィスカッションドラフト（以下「ディスカッションドラフト」）2と大き
く異なるものではありません。ディスカッションドラフトと比較し
て特に強調されているのは、税務当局が事後の結果に基づい
て事前の価格設定を評価する際には、OECD 移転価格ガイドラ
イン第1章から第3章、特に第6章（無形資産）及び第8章（費用
分担契約）に含まれる指針を検討する必要があるということで
す。このような状況下では、取引時に認識されていた状況に関
して、適切なリスク調整の可能性が考慮されるべきであると、
最終指針は強調しています。最後に、BEPSプロジェクトの行動
14に関する最終報告書に含まれる見解に従い、HTVIアプロー
チと紛争防止及び解決が相互にどう影響するかについて、より
詳細に議論されています3。

最終指針はOECD租税委員会の統一見解を示すものとし
て、2018年6月4日にBEPS包摂的枠組みによって承認されま
した4。

詳細解説
税務当局によるHVTIアプローチ適用の基準となる原則
移転価格上の評価困難な無形資産の取扱いは、行動8-10報告
書D.4節で扱われています5。最終指針は、譲渡された評価困難
な無形資産の潜在的価値に関して入手可能な情報が、納税者
と税務当局との間で異なる場合に対応するために設けられまし
た。要約すれば、HTVIアプローチが税務当局に対し、評価困難
な無形資産取引の事後的な財務結果（事後的に無形資産の価
値がどれくらいだったかを知るために収集された情報）を、事前
の移転価格設定の妥当性を検討する推定的証拠として使用す
ることを認めています。BEPS行動8-10報告書には、HTVIアプ
ローチを使用しなくてもよい特定の状況または例外について
も記載されています。取引時点における価値評価に関する情報
は、事後明らかになります。しかし、評価困難な無形資産の譲渡
時における、所得やキャッシュフローの現実化についてのリスク
調整を考慮せずに、実際の所得またはキャッシュフローに基づ
いて価値評価の修正可能性を検討してはならないとされてい
ます。

最終指針では、税務当局がHTVIアプローチを適用する時期の
問題のついても解説しています。税務当局は、可能な限り早期
に評価困難な無形資産取引を特定し、それにそれに基づいて
調査を行うよう奨励しています。しかし、評価困難な無形資産譲
渡の価格設定に関する事後的な結果は、取引の直後には入手
できない場合があることが、このアプローチ特有の問題として
認識されています。最終指針でも、取引時点から税務当局が事
後的な結果を入手できるようになるまでの期間と、税務調査の
調査周期、行政及び法定の期間制限とは必ずしも一致しないこ

とを認めています。無形資産は譲渡取引の何年も後に商品化
されるからです。

最終指針は、HTVIアプローチを適用することで通常の調査手
順を遅らせたり、変更したりしてはならないとしています。一方
税務当局によっては、税務調査周期や除斥期間が短く定められ
ているため、HTVIアプローチを実施することが難しい可能性も
あります。このような税務当局は、納税者に対し、評価困難とさ
れる無形資産が譲渡された場合に、即時に税務当局に通知する
要件の導入や、除斥期間制限の改正を検討する可能性があり
ます。

最終指針では、税務当局による調整には納税者が採用した価格
算定方法の調整が含まれることがあるが、その調整は独立企業
が比較可能な状況において取引価格の設定における不確実性
を考慮した調整でなければならないことが、繰り返し述べられ
ています。

事例
最終指針では、HTVIアプローチの適用から生じる移転価格調
整の実務的な適用の事例が挙げられています。事例1のシナ
リオAは、納税者が現実化する具体的な可能性を適切に考慮
しなかったこと、及び納税者がそのような展開を予見できなか
ったことを証明できない場合を説明しています。このような場
合、税務当局は、評価困難な無形資産の譲渡における評価算
定に当たり、上記の可能性が考慮されていないとして、事後に
推定される証拠を適用することができます。適切にリスク調整
された可能性がある状況が含まれるように当初の評価を修正
した上で、その評価との差額について、税務当局は移転価格を
調整することができます。事例1のシナリオBは同じ事実と状況
を記述していますが、OECD移転価格ガイドラインパラグラフ
6.193項に記載されている第3の例外6が適用される状況を示
しており、結果としてHTVIアプローチは適用されません。

事例2では、事例1のシナリオAと同様に、HTVIアプローチを適
用することにより、税務当局による調整が行われます。この例で
は、評価困難な無形資産譲渡の初期一括払いに対する重要な
調整は、不確実性が高いためリスクがあることを示しており、税
務当局は代替的な支払方法（初期一括払いと重要な出来事に
よる偶発的な支払いの組合せ）がより適切であると見なすこと
ができます。このような支払方法は、特定な進展が十分に予測
できないという事実に、より則していると言えるでしょう。代替
的支払方法は、比較可能な状況において、非関係者間で妥当と
思われる支払方法である必要があります。この例では、特定の
種類の無形資産譲渡に対する支払いの形態について、関連す
る事業セクターに共通の慣行がある場合にのみ、支払形態の
変更が行われることを意図または意味するものではないとされ
ています。
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評価困難な無形資産と相互協議手続き
最終指針には、BEPS行動14に関する最終報告書から紛争解
決に関するいくつかの要素が盛り込まれています。具体的に
は、評価困難な無形資産の譲渡が、問題となっている期間にお
いて譲渡者及び譲受者の管轄国・地域間の有効な二国間また
は多国間事前確認の対象となっている場合、HTVIアプローチ
を適用しないというものです。

評価困難な無形資産の適用が二重課税となる可能性がある場
合、適用される租税条約の下で相互協議手続きによる事案解
決を図ることができることが重要です。税務当局の対応が二重
課税の可能性があれば、納税者は相互協議手続きを求めます
が、最終指針では、納税者が二重課税となる前に相互協議手続
きを求めることができるようにすることが特に重要であると強
調しています。

また、最終指針は、BEPS行動14報告書のベストプラクティスに
ついて言及しています。これは各国が、関連する事実関係が同
じであり、調査の際に、そのような事実関係が検証されれば、繰
り返される問題について、相互協議手続きを通じて複数年の解
決を求める納税者の要請を可能にする適切な手続きを導入す
るというものです。

今後の影響
最終指針は、税務当局に対し、HTVIアプローチの適用に関する
実務的ガイダンスを提供し、一貫性の向上や二重課税リスクの
低減を図っています。評価困難な無形資産と見なされる無形資
産の譲渡にかかわる多国籍企業は、最終指針を考慮する必要
があります。さらに、評価困難な無形資産に関する調整の結果
として二重課税に直面している又は直面する可能性のある多
国籍企業は、二重課税を回避するために相互協議を検討すべ
きです。

巻末注
1. 2015年10月6日付 EYグローバル・タックス・アラート、OECD releases final reports on BEPS Action Planを参照。

2. 2017年12月23日付 EYグローバル・タックス・アラート、OECD releases implementation guidance on hard-to-value intangiblesを参照。

3. 2015年10月8日付 EYグローバル・タックス・アラート、OECD releases final report on improving the effectiveness of dispute resolution 
mechanisms under Action 14を参照。

4. 2016年2月24日付 EYグローバル・タックス・アラート、OECD releases plan to establish inclusive framework for BEPS implementationを参
照。

5. HTVI アプローチに関するより詳細な概要については、2016年2月24日付 EYグローバル・タックス・アラート、OECD issues final guidance on 
transfer pricing for intangibles under BEPS Action 8を参照。

6. 事後結果により算定された価格調整額が、取引時点で決定された対価の20％以内である場合、HTVIアプローチの適用除外とするものです。

本アラートに関するお問い合わせは、下記担当者までご連絡ください。
EY税理士法人
須藤 一郎 パートナー +81 3 3506 2637 ichiro.suto@jp.ey.com
佐藤 佳子 アソシエートパートナー +81 3 3506 2703 yoshiko.sato@jp.ey.com

https://www.ey.com/gl/en/services/tax/international-tax/alert--oecd-releases-final-reports-on-beps-action-plan
https://www.ey.com/gl/en/services/tax/international-tax/alert--oecd-releases-implementation-guidance-on-hard-to-value-intangibles
https://www.ey.com/gl/en/services/tax/international-tax/alert--oecd-releases-final-report-on-improving-the-effectiveness-of-dispute-resolution-mechanisms-under-action-14
https://www.ey.com/gl/en/services/tax/international-tax/alert--oecd-releases-plan-to-establish-inclusive-framework-for-beps-implementation
https://www.ey.com/gl/en/services/tax/international-tax/alert--oecd-issues-final-guidance-on-transfer-pricing-for-intangibles-under-beps-action-8
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